
お客様各位 

株式会社ゼネラル九州保険 

代表取締役 上田 洋二郎 

推奨販売方針等のご案内 

弊社は保険代理店として、以下の各項目について定め、これに基づき適正に保険募集を行います。 

1. 取扱保険会社 

弊社の取扱保険会社は、以下のとおりです。 

【損害保険会社】3社 

AIG損害保険株式会社 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

三井住友海上火災保険株式会社 

【生命保険会社】2社 

大同生命保険株式会社 

三井住友海上あいおい生命保険株式会社 

2. 募集人の権限 

【損害保険】 

・弊社の損害保険募集人は、お客様と申込先の保険会社の損害保険契約の締結の代理権および告知受

領権を有しています。 

・お客様にご記入いただいた保険申込書（告知書）の内容が事実と異なる場合には、ご契約が解除ま

たは無効となり、保険金をお支払いできないことがありますので、正確に告知いただきますようお

願いいたします。 

【生命保険】 

・弊社の生命保険募集人は、お客様と申込先の保険会社との生命保険契約の締結を媒介するものであ

り、契約締結の代理権は有しません。保険会社が承諾したときに、保険契約が有効に成立します。 

・弊社の生命保険募集人には告知受領権がありません。告知受領権を有するのは、生命保険会社およ

び生命保険会社が指定した医師のみです。弊社の生命保険募集人に口頭でお話しいただいても告知

したことにはなりませんので、告知書に正確にご記入ください。 



3. 個人情報の利用目的 

弊社は、お客様の個人情報を、お客様の同意を得たうえで、生命保険・損害保険およびこれらに付随・

関連するサービスの提供等、業務に必要な範囲で利用します。その他の目的で個人情報を利用すること

はありません。 

4. 勧誘方針について 

弊社は、「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律」に基づき、勧誘方針を定め、適正

な保険商品の販売に努めます。詳しくは、各取扱保険会社のホームページに掲載されている「勧誘方

針」をご参照ください。 

保険会社名 ホームページ URL 

・AIG 損害保険株式会社 https://www.aig.co.jp/sonpo/ 

・三井住友海上火災保険株式会社 https://www.ms-ins.com/ 

・あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 https://www.aioinissaydowa.co.jp/ 

・大同生命保険株式会社 https://www.daido-life.co.jp/ 

・三井住友海上あいおい生命保険株式会社 https://www.msa-life.co.jp/ 

5. 推奨販売方針について 

(1) 第二分野および第三分野の保険商品 

（自動車保険・火災保険・傷害保険・医療保険・がん保険等）の場合 

・保険種目別に商品特性および販売実績を勘案して、推奨保険会社を下記とさせていただきます。 

・現在の弊社の推奨保険会社は、以下のとおりです。 

対象のお客様 推奨保険会社 

すべてのお客様 

・AIG 損害保険株式会社 
・三井住友海上火災保険株式会社 
・あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

・大同生命保険株式会社 
・三井住友海上あいおい生命保険株式会社 

上記保険会社商品の中から、お客様のご意向に沿った商品をお勧めいたします。 

https://www.aig.co.jp/sonpo/
https://www.ms-ins.com/
https://www.aioinissaydowa.co.jp/
https://www.daido-life.co.jp/
https://www.msa-life.co.jp/


(2) 第一分野の保険商品（生命保険等）の場合 

・保険種目別に商品特性および販売実績を勘案して、推奨保険会社を下記とさせていただきます。 

・現在の弊社の推奨保険会社は、以下のとおりです。 

対象のお客様 推奨保険会社 

すべてのお客様 
・大同生命保険株式会社 

・三井住友海上あいおい生命保険株式会社 

上記保険会社商品の中から、お客様のご意向に沿った商品をお勧めいたします。 

 

※１. 弊社は、保険会社のために保険契約の締結の代理・媒介を行う立場にあり、お客様に誤解を与え

ないよう、「公平・中立」との表示・説明は行いません。 

6. 反社会的勢力に対する基本方針について 

弊社は、反社会的勢力との関係を遮断するため、以下の事項を遵守し、適切かつ健全に業務を運営しま

す。 

・取引を含めた一切の関係を遮断します。 

・組織として対応します。 

・裏取引や資金提供を禁止します。 

・外部の専門機関と連携します。 

・有事の際には、民事・刑事の両面から法的に対応します。 

 

以上 
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